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気候変動の概況
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世界の平均気温
• 2024年の世界の平均気温は1850年以降で最も高く、産業革命前

の水準を1.6度上回った
– 単年の記録として初めて1.5度を超えた

– 100年あたり0.77度上昇

• 2025年は歴代3位

3世界の年平均気温の推移 (Copernicus Climate Change Service, 2026)



日本・関東の気温変化
• 全国平均100年につき＋1.44℃（～2025）

• 東京の上昇率は最も大きく、100年につき＋2.6℃(～2023)
• 水戸100年で平均＋1.6℃(～2023)
• 気候変動＋ヒートアイランド現象

図 年平均気温の経年推移

図 日本の年平均気温の平年差の経年変化
（1898～2025年）

出典)気象庁

東京

水戸
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2025年猛暑

• 2025年の日本の夏は過去最高(+2.36度)
– 世界は約3位
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日本の夏平均気温偏差の長期変化
(気象庁, 2025)

世界の年平均気温の推移
(Copernicus Climate Change Service, 2026)



茨城県地域気候変動適応センター
（2019.4～）

6https://www.ilccac.ibaraki.ac.jp



日本の気候変動
影響予測と

適応効果評価

研究

教育 社会実践
気候変動適応の発信と
適応政策形成への貢献

国内外での気候変動教育の展開と
地域人材育成

気候変動リスクの多面的把握と適応効果評価

•気候変動適応計画
•茨城県地域気候変動適
応センターによる適応
策定支援

•水戸市Future Design
ワークショップ

•IPCCへの協力

•大学院/学部サステ
イナビリティ学教育
プログラム

•ベトナム・日越大
学での人材育成

•JVC総合気候変動
科学オンデマンド講
義動画

東南アジアでの
適応研究

ネットワーク

“研究×教育×社会実践”の
統合による先進的気候変動適応の共創

研究事例：
海面上昇影響予測
と適応効果評価



茨城県地域気候変動適応計画(2023.3改定)
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取組の対象 ●実行 ○支援取組方針分野
県市町村各種

団体等
事業者適応

センター
推進員・
センター

県民

●●●●●●●情報提供及び普及啓発全分野

●〇●●〇
(a) 持続可能な農業及び気候変動に対応した新品種・新
技術の開発

農林水産業

〇〇●●●(a) 飼料作物品種選定試験
〇〇●●(b) 飼養衛生基準の順守徹底
●●●●〇●●(a) 森林の保全と整備
●(a) 水産資源の変動要因解明のための環境変動の把握
●●〇〇〇〇〇(a) 地域防災力の強化自然災害・

沿岸域
●●●(b) 災害に備えた強靭な県土づくり
●(c) 気候変動に対応した海岸管理
●(d) 津波・高潮対策、侵食対策の推進
●(e) 森林防災機能の維持・増強
●(f) 土砂災害等への対応
●(a) 長期にわたる安定的な水資源の確保水環境・水資源
●●●●(b) 河川、湖沼及び海域の水質保全
●〇〇〇(a) 生物多様性戦略への適応の組み込み自然生態系
●(b) 生物多様性への影響の把握
●●〇〇(c) 野生鳥獣の調査・管理と外来種の防除・把握
●●●●●●●(d) 県民と協働した生物多様性の保全
●●●●●●●(a) 熱中症対策健康
●●●●●(b) 蚊媒介感染症対策
●●●●〇(a) 熱ストレスによる影響への対応県民生活
●〇(b) 大雨などによるインフラ・ライフライン等へ対処

○●●
(a) 停電時においてもエネルギーを確保できる地産地消
型の電源対策

産業・経済活動



農業分野
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気候変動の様々な影響(2020-24)
• 1km解像度の全国影響予測と適応評価

– 第3次影響評価報告書、次期気候変動適応計画でも活用
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環境研究総合推進費「S-18気候変動影響予
測・適応評価の総合的研究」



茨城県の農産物

• 茨城県は全国有数の
農業県
– 耕地面積は全国2-3

位、農業生産額2-3位

• 茨城県の年平均気温
は13～14.5度と温暖
であり、南限の作物や
北限の作物が数多く
栽培
– 利根川、那珂川、それ

に霞ヶ浦流域の水田
地帯、那珂、行方、稲
敷、石岡といった台地
の畑作地帯、さらに県
北の中山間地帯
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関東農政局2020関東農業マップ
https://www.maff.go.jp/kanto/kikak
u/2020nougyoumap.html



茨城県の農業における気候変動の影響評価と適応策
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研究目標
• 茨城県における水稲の白未熟粒に対する適応策の提言と農業政策への反映
• 茨城県や県内自治体との気候変動適応の連携体制構築

主な成果
• 茨城県の主要水稲品種コシヒカリを対象に、白未熟粒発生予測モデルを構築し、影響・適

応策の評価を行った。
• 白未熟粒発生低減に向け、つくば市JA谷田部の水稲生産者と連携して管理条件の相違に

よる適応効果を検証した。

地方公共団体への貢献・連携，アウトリーチ等
• 2019年4月より茨城大学に茨城県地域気候変動適応センターを設置
• 「茨城県における気候変動影響と適応策：水稲への影響」を2020年3月に完成
• NHK、毎日新聞等多数メディアで情報発信

コシヒカリの白未熟粒発生予測(RCP8.5/5GCM平均)

平均地温が上がるほど
白未熟粒発生率は増加

土壌中の可給態窒素量
が多いほど

白未熟粒発生率は低下5

0

10

15
16.9

1等

2等
以下



2020農家気候変動認知調査＠14市町

13実践中の適応策と将来の適応策(n=1,145，複数回答) 田村他(2021)

• 2020年12月に茨城県14市町4,275件の認定農業者へ気候変動影響と適応策に
関するアンケート調査票を配付、40%弱を回収。

– 2019年度の常総市と合わせて15/44市町村での調査を実施
– 「実践中の適応策」は、農薬・防除、作業時間の変更、水やりの工夫、栽培品種の変更、遮光性・

遮熱材の利用、栽培時期の変更
– 「将来の適応策」は、栽培品種の変更、農薬・防除、栽培時期の変更、水やりの工夫、農業機械

の更新、ITの活用、作業時間の変更、遮光性・遮熱材の利用、栽培作物の変換



災害・暑熱分野

14



令和元年台風19号災害調査
• 台風時の降雨の評価

– 暖かく湿った南東風が関東平野

周辺の山地にぶつかり、長時間

持続

• 情報伝達・避難行動に関する住

民アンケート調査(2020.3速報)
– 水戸市飯富町・藤井町・岩根町・

渡里町の標高12m以下の浸水

域の住宅へポスティング520件。

267件回答。

– 浸水被害の最も大きかった水戸

市岩根町では、71%が避難所等

へ事前に避難し、5%が垂直避

難、10%が避難せず

– 90%近い住民が避難勧告から

避難指示までの時刻に避難して

おり、消防等の避難誘導活動が

早期避難に結び付いていた

– 水害対策パンフレット作成

(2025)
15

台風19号によって記録
更新された地点の24時
間積算降水量の最大値

台風19号による積算降水量
（●は観測雨量、背景色分布は数
値シミュレーションによる雨量）

水戸市水府橋での那珂川の水位
と城里町での雨量の時系列



• 最新の気候シナリオ(MIROC-ESM-
CHEM)、潮汐データ、社会経済シナ

リオを活用して、日本沿岸域の海面
上昇の浸水影響を3次メッシュ(1km)
の解像度で全国一律に評価
– 茨城県への海面上昇の影響は軽微

16図 都道府県別の浸水面積比 図 潜在的浸水域(2100年、RCP8.5)

海面上昇の影響予測 大場他(2021)

全国の約0.7%



小中学校アンケート
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学校での観測・観察項目
(A：小学校、B：中学校、C：義務教育学校)

学校での観測・観察データの記録
・保存の状況(A：小学校、B：中学校) 

学校での観測・観察データの公開
・交換の状況(A：小学校、B：中学校) 

出現
回数

抽出語出現
回数

抽出語出現
回数

抽出語出現
回数

抽出語

31練習35使用48活動174熱中症
29体育35指数46設置147対策
28補給34対応42時間106運動会
25気温32水筒42日程70下校
25測定31５月41プール55落雷
25保護者31WBGT36水分54実施

• 240/713校より回答(2020年1月)
• 気象データの取得は活発に実施さ

れていない

• 気候変動や異常気象への安全対
策は、かなり対応が行き届く
– 児童・生徒の登下校、体育の授業や部

活動、運動会等、幅広い局面で様々な
工夫

– 熱中症対策、落雷・ゲリラ豪雨対策等

表 近年の気象状況等を踏まえた学校の対応：
抽出語の出現回数（上位24語）

KH Coder(樋口, 2014)による計量テキスト分析

伊藤他(2023)



シンポジウム等
• 2025/6/23(月)

– 熱中症等
– 保健政策課、環境政策課からも報告、78名参加

• 2026/3/10(火)
– 森林・林業・猛暑

• 2026/3/28(土)「酷暑を乗り切るOne Action」
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自治体支援、普及啓発
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自治体支援、普及啓発

• 市町村向け研修会
– 対面・オンラインのハイブリッド

– 20～30程度の自治体の参加

– 気候変動適応センターから講師派遣

• 県市町村関連委員会への参画（随時）
– 環境基本計画、温暖化対策実行計画、適応計画策定委員会等

– 地域適応計画共同策定モデル事業(2024-25)
– 関連する分野の研究者を推薦

– 原案作成から相談

• 茨城県庁内連絡会議
– 部署横断で情報・意見交換

• 研究成果の発信
– WS、シンポジウム、WEB等
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21茨城県地球温暖化対策実行計画(2023)



県内市町村支援
• 地域気候変動計画策定支援

– 茨城県、土浦市、行方市、高萩市、北茨城市、那珂市他
– 共同策定モデル事業(稲敷市、阿見町、美浦村：2024-25)

• 県庁内連絡会議(2019年～)
– 環境政策課および関連機関(防災、農業、健康、水資源等)の意見交換

• 2022- 11月茨城県庁パネル展
– 2025/11/14-25

• 笠間市、ひたちなか市等の環境展示協力
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共同策定モデル事業

• 環境省「令和6、7 年度 都道府県による複数市町村合同の
地域計画策定支援モデル事業」

• 霞ヶ浦流域の稲敷市、阿見町、美浦村の3市町共同で地域
適応計画策定(2024-25年度)

• 地域気候変動適応計画単体として複数の市町村が共同策
定する国内初の事例

• R7地域気候変動適応計画策定マニュアル改訂版でも紹介
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適応と緩和の統合的対応：
水戸市Future Design(FD)ワークショップ

• 未来の市民(仮想将来世代)になりきって現
在に必要な気候変動対策を考える
– 水戸市職員約30名(23課)に2024年6-8月全5回

実施
– 適応としての水害対策、緩和としての都市計画の

統合的対応
• 流域治水とコンパクトシティ化の統合的対応
• NIES(2021)｢国内52都市における家計消費のカーボンフ

ットプリント比較｣ワースト1位は水戸市
• 2019年台風19号災害への適応、防護と移転をどうすべ

きか？
• FDにより、長期的視点、包摂性、部門横断

性が強化
– コンパクトシティ化、流域治水への志向が高まる

• 茨城大WEB「2030年までに必要な施策は？」(2024/9/6)
– 廣田他(2024)、飯村・田村(2025)、Hirota et al.(2025)
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フューチャー・デザイン
大阪大学原研究室2024.6.25 2024.7.23



まとめ
• 農業分野

– 水稲等に関する影響予測と適応策
– 農業影響と適応のアンケート調査

• 常総市(2019)、県内14市町(2020)、大子町(2023)、稲敷市・阿見町・美浦村(2025)
– 圃場での気象モニタリング、適応栽培技術の実証実験
– 気象予測データ、影響予測、適応情報の収集と解析

• 災害・暑熱分野
– 自治体防災関係者へのヒアリング、情報収集
– 令和元年台風19号調査、避難アンケート調査、水害対策パンフレット(2025)
– 気象予測データ、影響予測、適応情報の収集と解析
– 埼玉県議会危機管理・大規模災害対策特別委員会視察(2025.7)

• 緩和と適応の統合的対応
– 水戸市Future Designワークショップ(2024)

• 県内市町村への適応策策定支援
– 茨城県第4次環境基本計画、地球温暖化対策実行計画、地域気候変動適応計

画の改定(2023.3)
– 市町村の適応計画策定、地域適応計画共同策定モデル事業(2024-25)
– 環境省「地域気候変動適応計画策定マニュアル」の改訂(2023.3, 2026.3)

• 普及啓発
– 論文発表、書籍、冊子、パンフレット等
– 水害対策WS、シンポジウム、WEB等
– 研修、防災教育
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